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県　　庁　　舎

　現在の高知県庁舎は、昭和35年７月に着工し、２年余の歳月と９億3,400万円の経費をかけ、
37年10月に完成したものである。本庁舎と議事堂の２棟から成り、本庁舎は地下１階、地上
６階で彫りの深いデザインで立体感を表している。
　設計は、故岸田日出刀氏（東大名誉教授）であり、重要文化財である高知城下ということで、
特に慎重な配慮がなされている。

建物延面積　　23,134㎡　　　　本館の長さ　　　　　106ｍ
敷　　　地　　22,061㎡　　　　高さ（塔屋まで）　　 33.9ｍ

高 知 県 政 の 概 要
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	 	 	 	 公営企業局	 電気工水課､ 県立病院課
教育委員会	 	 　教育委員会	 教育政策課､ 教職員・福利課､ 学校安全対策課､ 幼保支援課
 （教育長）	 	 　　　事務局	 小中学校課､ 高等学校課､ 高等学校振興課､ 特別支援教育課
	 	 	 	 生涯学習課、保健体育課､ 人権教育・児童生徒課
	 	 	 　警　務　部	 総務課､ 会計課､ 装備施設課､ 警務課
	 	 	 　	 県民支援相談課､ 監察課､ 厚生課､ 情報管理課、留置管理課
	 	 	 　生活安全部	 生活安全企画課､ 地域課､ 通信指令課､ 人身安全・少年課、
	 	 	 　	 サイバー犯罪対策課
公安委員会　警察本部	 　刑　事　部	 刑事企画課､ 捜査第一課､ 捜査第二課､ 組織犯罪対策課、鑑識課
	 　　　　    （警察本部長）	 	 　	 科学捜査研究所
	 	 	 　交　通　部	 交通企画課､ 交通指導課､ 交通規制課､ 運転免許センター
	 	 	 　	 交通機動隊､ 高速道路交通警察隊
	 	 	 　警　備　部	 警備第一課､ 警備第二課、警衛対策課、機動隊
	 	 	 　警 察 学 校
	 	 	 　警察署
選挙管理委員会	 	 選挙管理委員会事務局
監査委員	 	 監査委員事務局
人事委員会	 	 人事委員会事務局	 総務課､ 職員課
労働委員会	 	 労働委員会事務局
収用委員会	 	 収用委員会事務局
海区漁業調整委員会	 	 海区漁業調整委員会事務局
内水面漁場管理委員会	 内水面漁場管理委員会事務局

知　事    副知事     

   会計管理者

執行機関機構（令和８年４月１日現在）

総合企画部	 政策企画課､ 元気な未来創造課、秘書課､ 広報広聴課､ デジタル政策課
	 中山間地域対策課､ 移住促進課､ 交通運輸政策課
総　務　部	 財政課､ 法務文書課､ 行政管理課､ 人事課､ 職員厚生課
	 税務課､ 市町村振興課､ 管財課
危機管理部	 危機管理・防災課､ 南海トラフ地震対策課､ 消防政策課
健康政策部	 保健政策課､ 医療政策課､ 在宅療養推進課、国民健康保険課
	 健康対策課､ 薬務衛生課
子ども　　	 地域福祉政策課､ 長寿社会課､ 障害福祉課、障害保健支援課
・福祉政策部	 子育て支援課､ 子ども家庭課､ 福祉指導課、人権・男女共同参画課
文化生活部	 文化振興課､ よさこい高知文化祭課､ 歴史文化財課､ 県史編さん活用課
	 国際交流課、県民生活課、私学・大学支援課
産業振興　	 産業政策課､ 産業イノベーション課､ 地産地消・外商課
　　推進部	 統計分析課
商工労働部	 商工政策課､ 産業デジタル化推進課､ 工業振興課､ 経営支援課
	 企業誘致課､ 雇用労働政策課
観光振興　	 観光政策課､ 国際観光課、地域観光課、スポーツ課
スポーツ部	 スポーツツーリズム課
農業振興部	 農業政策課､ 農業担い手支援課､ 協同組合指導課
	 環境農業推進課､ 農業イノベーション推進課
	 農産物マーケティング戦略課、畜産振興課､農業基盤課
林業振興・ 	 林業環境政策課､ 森づくり推進課､ 木材増産推進課
　　環境部	 木材産業振興課、治山林道課､ 環境計画推進課
	 自然共生課､ 環境対策課
水産振興部	 水産政策課､ 漁業管理課､ 水産業振興課、漁港漁場課
土　木　部	 土木政策課､ 技術管理課､ 用地対策課､ 河川課､ 防災砂防課
	 道路課､ 都市計画課､ 公園上下水道課､ 住宅課､ 建築指導課
	 建築課､ 港湾振興課､ 港湾・海岸課
会計管理局	 会計管理課､ 総務事務センター
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職　員　数

（令和８年４月１日現在）

区　　分 人　数 区　　分 人　数

知 事 部 局 3,442 公 営 企 業 局 899

議 会 事 務 局 29

教
育
委
員
会

教育委員会事務局 243

人 事 委 員 会 事 務 局 13 小・中学校 一 般 職 員 279
教 育 職 員 3,783

労 働 委 員 会 事 務 局 7 高等学校 一 般 職 員 133
教 育 職 員 1,398

監 査 委 員 事 務 局 16 特別支援学校 一 般 職 員 52
教 育 職 員 658

収 用 委 員 会 事 務 局 4 警 察 本 部 一 般 職 員 299
警 察 官 1,608

海区漁業調整委員会事務局 7 合　　計 12,870

注）再任用短時間勤務職員を除く。

令和８年度当初予算

１　総　　括
一　般　会　計	 5,070億9,746万2千円  　   　　　　 
　　　前年度当初比	 329億6,945万9千円 増（ 7.0％増）	 	
	
特　別　会　計	 2,976億9583万1千円　     　　　　 
　　　前年度当初比	 111億1,483万4千円 増（  3.9％増）	 	

企　業　会　計	 277億6193万9千円　     　　　　 
　　　前年度当初比	 21億5,382万2千円 増（ 8.4％増）	 	
	
単　純　合　計	 8,325億5,523万2千円　     　　　　 
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２　令和８年度一般会計

（１）　款別内訳

人件費 
116,236 (22.9%)

地方交付税 
194,497
（38.3%）

公債費（※） 
75,009
（14.8%）

地方譲与税・交付金
20,800（4.1%）

国庫支出金 
75,506（14.9%）

県債
 47,104
（9.3％）

その他
3,383
（0.7%）

県税
71,344
（14.1％）

その他
51,374（10.1%）

地方消費税清算金 
43,089（8.5%）

貸付金 
875（0.2%）

(※)公債費は、減債基金への積立てを考慮した金額としている

補助費等 
142,390（28.1%）

扶助費 
13,079（2.5%）

その他 
63,916
（12.6%）

普通建設事業費
  89,081（17.6%）

災害復旧事業 
6,511（1.3%）

一般行政経費等  
411,505
（81.1%）

依存財源 
341,290
 (67.3%)

自主財源
 165,807
(32.7%）

投資的経費 
95,592
(18.9%）

【その他の内訳】
使用料および手数料
　   4,820 (1.0%）
分担金および負担金
　   2,492（0.5%)
財産収入
   　1,719（0.3%）
繰入金・繰越金
   32,159（6.3%）
諸収入
   10,051（2.0%）
寄附金
        133（0.0%)

〈歳　　出〉� （単位：千円、％）
款 当初予算額 構成比 前年比

% %

議 会 費 1,113,102 0.2 103.5
総 務 費 15,688,172 3.1 109.1
危 機 管 理 費 3,573,492 0.7 116.7
健 康 福 祉 費 80,941,646 16.0 102.4
文 化 生 活 費 4,176,026 0.8 126.3
産 業 振 興 推 進 費 13,582,953 2.7 161.1
商 工 労 働 費 8,922,640 1.8 106.2
観 光 振 興 費 4,179,785 0.8 98.8
農 業 振 興 費 15,454,733 3.0 102.7
林 業 振 興 環 境 費 16,745,066 3.3 108.5
水 産 振 興 費 3,883,540 0.8 99.6
土 木 費 68,853,441 13.6 102.9
教 育 費 101,170,642 20.0 106.2
警 察 費 22,711,009 4.5 100.4
災 害 復 旧 費 5,812,995 1.1 99.9
公 債 費 68,511,552 13.5 98.2
諸 支 出 金 71,636,668 14.1 125.0
予 備 費 140,000 0.0 100.0

計 507,097,462 100.0 107.0

〈歳　　入〉� （単位：千円、％）
款 当初予算額 構成比 前年比

% %

県 税 71,344,386 14.1 100.6
地方消費税清算金 43,088,735 8.5 112.1
地 方 譲 与 税 17,582,661 3.5 104.1
地 方 特 例 交 付 金 3,090,015 0.6 956.5
地 方 交 付 税 194,497,190 38.4 107.3
交通安全対策特別交付金 127,189 0.0 88.8
分担金及び負担金 2,492,250 0.5 97.3
使用料及び手数料 4,819,427 1.0 97.2
国 庫 支 出 金 75,506,230 14.9 114.0
財 産 収 入 1,719,422 0.3 149.3
寄 附 金 132,905 0.0 118.0
繰 入 金 30,865,260 6.1 97.3
繰 越 金 1,300,000 0.3 130.0
諸 収 入 13,427,992 2.6 121.3
県 債 47,103,800 9.3 99.5

計 507,097,462 100.0 107.0

歳入・歳出の構成比 （単位：百万円）
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（２）　性質別内訳
〈歳　入〉� （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和８年度 令和７年度 比　　較

C＝A－B
前年度比増減
C／B金　額A 構成比 金　額B 構成比

⑴　 一　 般　 財　 源 352,355 69.5 327,382 69.0 24,973 7.6

県 税 71,344 14.1 70,919 15.0 425 0.6

地 方 消 費 税 清 算 金 43,089 8.5 38,439 8.1 4,650 12.1

地 方 譲 与 税 17,583 3.5 16,897 3.6 686 4.1

地 方 交 付 税 194,497 38.4 181,259 38.2 13,238 7.3

財 調 基 金 取 崩 8,469 1.7 6,995 1.5 1,474 21.1

そ の 他 17,373 3.3 12,873 2.7 4,500 35.0

⑵　 特　 定　 財　 源 154,742 30.5 146,746 31.0 7,996 5.4

国 庫 支 出 金 75,506 14.9 66,224 14.0 9,282 14.0

県 債 47,104 9.3 47,360 10.0 △256 △0.5

（うち行政改革推進債） （2,000） （0.4） （3,000） （0.6） （△1,000）（△33.3） 

減債基金（ルール外分）等 3,275 0.6 3,393 0.7 △118 △3.5

そ の 他 28,857 5.7 29,769 6.3 △912 △3.1

総　　　計　⑴＋⑵ 507,097 100.0 474,128 100.0 32,969 7.0

〈歳　出〉� （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和８年度 令和７年度 比　　較

C＝A－B
前年度比増減
C／B金　額A 構成比 金　額B 構成比

⑴　経　常　的　経　費 411,505 81.1 381.735 80.5 29,770 7.8

人 件 費 116,236 22.9 110,533 23.3 5,703 5.2

（うち退職手当を除く） （107,048） （21.1） （103,952） （21.9） （3,096） （3.0）

扶 助 費 13,079 2.6 12,207 2.6 872 7.1

公 債 費 75,009 14.8 69,270 14.6 5,739 8.3

（うち臨財債償還基金比除く） （70,638） （13.9） （69,270） （14.6） （1,368） （2.0）

そ の 他 207,181 40.8 189,725 40.0 17,456 9.2

⑵　投　資　的　経　費 95,592 18.9 92,393 19.5 3,199 3.5

普 通 建 設 事 業 費 89,081 17.6 85,903 18.1 3,178 3.7

（ うち公共事業等） （48,731） （9.6） （48,582） （10.2） （149） （0.3）

災 害 復 旧 事 業 費 6,511 1.3 6,490 1.4 21 0.3

総　　　計　⑴＋⑵ 507,097 100.0 474,128 100.0 32,969 7.0
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３　特　別　会　計〈歳　出〉� （単位：千円、％）

特　別　会　計　名 令和８年度当初A 令和７年度当初B 前年比A／B

収 入 証 紙 等 管 理 1,262,927 2,011,590 62.8%

給 与 等 集 中 管 理 99,009,000 96,455,000 102.6%

旅 費 集 中 管 理 1,544,205 1,476,114 104.6%

用 品 等 調 達 1,880,699 1,107,695 169.8%

会 計 事 務 集 中 管 理 9,200,609 8,665,117 106.2%

県 債 管 理 107,743,243 100,451,751 107.3%

土 地 取 得 事 業 1,209,603 1,292,436 93.6%

国 民 健 康 保 険 事 業 72,022,359 70,978,068 101.5%

災 害 救 助 基 金 143,475 166,520 86.2%

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 59,576 96,540 61.7%

中 小 企 業 近 代 化 資 金 助 成 事 業 549,304 561,111 97.9%

流通団地及び工業団地造成事業 708,472 831,656 85.2%

農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 9,457 18,578 50.9%

県 営 林 事 業 331,646 436,446 76.0%

林業・木材産業改善資金助成事業 1,303,235 1,302,930 100.0%

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 事 業 9,028 12,762 70.7%

港 湾 整 備 事 業 491,922 497,256 98.9%

高 等 学 校 等 奨 学 金 217,071 219,427 98.9%

計 297,695,831 286,580,997 103.9%

４　企　業　会　計〈支　出〉 �（単位：千円、％）

企　業　会　計　名 令和８年度当初A 令和７年度当初B 前年比A／B

流 域 下 水 道 事 業 2,300,688 2,687,015 85.6%

電 気 事 業 3,314,847 2,173,385 152.5%

工 業 用 水 道 事 業 462,786 382,676 120.9%

病 院 事 業 21,683,618 20,365,041 106.5%

計 27,761,939 25,608,117 108.4%

（注）予算額は収益的支出及び資本的支出を合計したもの
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733,301

146,300

117,048

19,642

22,349

8,406 99,567 32,842

38,740

24,215
5,616

12,903 6,044

1,610
99,073
103,592

202

6,039

5,16722,686

（人口 691,527 人）
※人口は令和２年度国勢調査確定値
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全国から見た高知県のすがた　� （令和８年度版県勢の主要指標・抜粋）

項　　目 参　　考 本　　県 全　　国 順位 公共施設項目 参　　考 本　　県 全　　国 順位

総 人 口
人口推計
（総務省統計局）
（R6.10.1現在）

656,011人 123,801,750人 45 道路改良率（R5.3.31現在） 49.2％ 63.0％ 43

人 口 密 度
総面積１平方キロ
メートル当たり
（R2.10.1現在）

97.3人 338.2人 44 道路舗装率（簡易舗装を含む）（R5.3.31現在） 88.2％ 82.9％ 21

県 民 所 得 人口１人当たり
（R4年度） 2,703千円 3,448千円 42 高 速 道 路

実 延 長（R5.3.31現在） 97.6㎞ 8,607.8㎞ 38

持ち家比率
対居住世帯
あり住宅数
（R5年）

66.0％ 60.9％ 27 都市公園数
可住地面積100平方
キロメートル当たり
（R4年度）

76.7箇所 93.0箇所 19

自 家 用
乗 用 車 数

人口千人当たり
（R7年） 589.3台 497.3台 31 上 水 道 等

給水普及率（R6.3.31現在） 95.1％ 98.2％ 38

財政力指数（R6年度） 0.27477 0.51202 46 下水道普及率（R7.3.31現在） 43.1％ 81.8％ 45

地方債現在高 人口１人当たり
（R6年度） 1,323,645円 668,483円 3 ごみ総排出量 人口千人当たり

（R5年度） 340.3t 313.4t 14

年少人口割合 15歳未満人口
（R6.10.1現在） 10.2％ 11.2％ 43 小 学 校 数

児童10万人
当たり
（R7.5.1現在）

766.0校 321.5校 1

合 計 特 殊
出 生 率（R6年） 1.25 1.15 22 中 学 校 数

生徒10万人
当たり
（R7.5.1現在）

782.4校 321.8校 1

高等学校卒業者
大 学 等 進 学 率（R7.5.1現在） 57.6％ 62.6％ 26 高等学校数

生徒10万人
当たり
（R7.5.1現在）

270.3校 165.7校 3

インターネット
利 用 状 況（R6年） 80.9％ 85.6％ 36 大 学 ・

短期大学数
総数
（R7.5.1現在） ７校 1,104校 39

平 均 寿 命 男性
（R2年） 80.79歳 81.56歳 42 公 民 館 数

人口100万人
当たり
（R6.10.1現在）

289.6館 100.0館 7

平 均 寿 命 女性
（R2年） 87.84歳 87.71歳 18 図 書 館 数

人口100万人
当たり
（R6.10.1現在）

61.0館 27.5館 3

女性就業者
比 率

対女性15歳以上
人口
（R2.10.1現在）

51.1％ 52.4％ 32 社 会 体 育
施 設 数

人口100万人
当たり
（R6.10.1現在）

580.8施設 364.6施設 19

就 職 率（R6年度） 33.8％ 25.9％ 13 老人ホーム数
65歳以上人口
10万人当たり
（R6.10.1現在）

72.5所 83.7所 31

老年人口割合 65歳以上人口
（R6.10.1現在） 36.6％ 29.3％ 2 障害者支援

施 設 等 数
人口100万人
当たり
（R6.10.1現在）

68.6所 43.4所 11

民 生 委 員
（児童委員）数

人口10万人
当たり
（R6年度）

265.8人 194.3人 6 児 童 福 祉
施 設 数

15歳未満人口
１万人当たり
（R6.10.1現在）

53.0所 29.0所 1

医療施設に従事
す る 医 師 数

人口10万人
当たり
（R6年）

325.1人 267.4人 5 病 床 数
人口10万人
当たり
（R6.10.1現在）

2,364.1床 1,187.3床 1

医療施設に従事
する看護師数

人口10万人
当たり
（R6年）

1,403.3人 880.9人 1 平均在院日数（R6年） 38.3日 25.6日 1




